
１ はじめに

本日は皆様にお話しする機会ができましたこと

を大変嬉しく思います。今回の滞在は二日間と短

いのですが、郵政研究所からドイツにおける電気

通信及び郵便の最近の動向についての講演をして

はどうかとお招きを受けたときは大変嬉しく、す

ぐにお引き受けしました。

私が属しているドイツ通信科学研究所は、ドイ

ツにおける郵便及び電気通信に関する研究やコン

サルティング業務を行い、政策的・規制的なこと

に関わる活動を行っております。この点において

は、郵政研究所の役割と似ており、この数年間、

郵政研究所との間で研究交流協定を結び、研究成

果及び研究者の交流を行わせていただいています。

私は数年前にも日本に来たことがありますが、

その時も、電気通信分野の技術が日進月歩で進む

ことをつぶさに見ることができました。また、そ

れ以前にも日本の電気通信行政には関心があり、

それに関する本や論文も書いてまいりました。こ

のようなことから、日本における電気通信政策や

市場の変化に常に関心を持っております。

今回、私に与えられたテーマは、ドイツにおけ

る電気通信及び郵便の最近の動向について話して

ほしいということでした。

そのため、はじめに全体についてのお話をし、

電気通信及び郵便がそれぞれどのような進展を見

せているかについてお話しします。
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２ 電気通信分野における動向

○改革のプロセス

電気通信分野における改革のプロセスは、昨今

の時代にあっては、EU全体がどのように展開し

てきたかということとペースを合わせて起こって

います。この十年来、我々は、EU諸国の中でも

電気通信分野の政策につきまして、調和を図ると

いうことに相当の努力をし、その結果、相当の成

功を収めております。

今、我々は次の段階に入ろうとしています。そ

れは、過去数年間実施してきたよりも更に高いレ

ベルで規制体制そのものの調和を図るというもの

です。皆様もお聞きになったかもしれませんが、

今年４月から新しい電気通信改革パッケージとい

うものがEUにおける法律となっています。

これにつきましては、二年間、欧州委員会を中

心に審議が行われ、立法という改革がEUレベル

で行われましたので、今後、加盟各国は法律に取

り込まなければならず、本プロセスは、２００７年ま

で続きます。国によっては国内法制に組み替える

ことが簡単にできるかもしれませんが、ドイツを

含めたその他の国にとっては、既存の電気通信法

体系を相当手直ししなければならないという事情

もあり、我々も始めたところです。

その法的な前進や概念について詳しく述べるこ

とはできませんが、第一の原則は、マーケットパ

ワーであり、規制当局が介入するベース及び前提

となるものです。

第二の原則は、各国の規制当局に対し相当の権

限を与え、規制面での介入を行わせるということ

です。例えば、マーケットパワーがあるというこ

とが判断され、そして、事業者がそれを濫用して

いるとき、規制当局は介入することができるとい

うものです。

第三の原則は、国内における事業者間の調整機

能を果たすとともに、事業者と欧州委員会との間

の調整機能を果たすことです。

新しい法体系の下では、欧州委員会は新しい種

類の介入を行うことが可能となっており、各国の

規制当局が決めたことに対し介入することができ

ます。その目的は、欧州という枠組みの中での各

国の規制がより一貫した形でとられるよう、介入

の余地を残しているものです。

第一及び第二の原則は、ドイツやその他の国に

おいても比較的容易に受け入れられるようですが、

第三の原則である新たな調整の仕組みについては、

ドイツでは大変困難なものと見なされています。

なぜなら、この仕組みがあるために規制面での決

定が遅れるのではないか、あるいは適切な時間的

枠組み内における規制面での決定ができないので

はないかというおそれがあるからです。欧州の各

機関が適切かつ効率的な形でこの仕組みを実施で

きるかどうかは、将来を待たなければ評価できま

せん。

ドイツにおける法制度の改革は始まったばかり

ですが、これは主に経済省が行っており、ドイツ

通信科学研究所も助言をしたり、法律案を提起し

たりしています。なお、ドイツでは来月総選挙が

行われますので、法改正の多くの部分は総選挙の

後に行われます。

○長距離及び国際通信分野における展開

ドイツにおいては電気通信市場の開放が若干遅

れていたかもしれませんが、現在は競争的である

といっても過言ではありません。すべての市場を

開放した１９９８年以来、あらゆる市場に新規事業者

が参入し、新たな規制制度を利用し、既存の事業

者であるドイツテレコムに対し、競争的に色々な

サービスを提供するようになっています。

以上のことは総論的な発言とした上で、各マー

ケットセグメントがどうなっているかを見ること
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が大事です。

長距離及び国際通信分野においては非常に競争

が激しくなっております。新たな競争事業者が長

距離通信においては４０％位の市場シェアを、国際

通信においては５０％位の市場シェアを持つように

なりました。市場開放が行われてから３～４年の

間に、このような状況となっております。

ただし、昨今の情勢を見ると、大変関心深いこ

とがあります。それは新規参入事業者のマーケッ

トポジションを今年に限って見ると、市場シェア

は停滞しているか、又は下がっている状況にあり

ます。この現象は大変興味深いことであり、一つ

の説明できる理由としては、既存の事業者が価格

政策により戦い、市場シェアを取り戻したという

ことです。例えば、ドイツテレコムは、ただ単に

料金を下げたというだけではなく、それ以外に新

しい、革新的な料金制度を導入しています。例え

ば、「オプショナルタリフ」というシステムや

色々な料金をまとめる「タリフバンドル」を導入

することにより、新規参入事業者にとっての環境

は一段と厳しくなっています。新規参入事業者が

言うには、ドイツテレコムがとっている価格政策

はすべてが公正な価格というわけではなく、反競

争的な価格政策であると異論を唱えていますが、

今のところ規制当局はその意見にくみしていませ

ん。現在、ドイツテレコムの価格は規制の対象で

すが、今のところ、規制当局はドイツテレコムが

出している価格提案を拒否せず、受けています。

現在、ほとんどの新規事業者は利益を上げてお

らず、場合によっては市場から撤退しているとこ

ろもあります。なぜなら、市場シェアを十分に取

ることができなかったためです。ドイツの電気通

信市場では相当の統合が行われており、市場から

の撤退や市場シェアの拡大のための統合が行われ

ています。

そのため、長距離及び国際通信に関しては、ま

だ安定的な市場状況が生まれたということではな

く、企業は色々と構造を考えリストラをし、長期

的に経済性を生み出せる企業体制を作る努力をし

ているところです。

○市内通信分野における展開

次に、市内通信に関し、市場構造がどうなって

いるか、新規参入がどうなっているか、どのよう

な成功を納めた事例があるかについてお話ししま

す。世界のどこでも同じことと思いますが、市内

通信は長距離及び国際通信とは全く異なった状況

が見られます。この分野には非常に多くの企業が

参入しており、全国ベースで参入している企業も

あれば、純粋にローカルベースで参入していると

ころもあります。例えば、ある特定の町又はある

特定の市のみでしか事業を行わないところもあり、

我々は、それらの企業を「シティキャリア」と呼

んでいます。

すべての新規参入事業者は一定のローカルネッ

トワークを作るためのインフラに投資しています

が、「ラスト・マイル・トゥ・ホーム」と呼ばれ

る本当のエンド・トゥ・エンドのサービスを提供

しているところはそれほど多くはありません。ほ

とんどの競争事業者は、既存の業者がもつローカ

ルループに対しアンバンドル・アクセスをもつと

いうコンセプトを取っております。

このローカルループに対するアンバンドル・ア

クセスは実施されなければならないし、EUのす

べての加盟国においてもいずれ実施されなければ

ならないものですが、ドイツにおける状況をみる

と、ある程度限られた成功しか収めておりません。

その間、実際競争している企業はドイツテレコ

ムからアンバンドルしたローカルループを８５万回

線持っていますが、これは、他のヨーロッパ全体

の２～３倍に当たります。アンバンドリングとい

う概念に基づき考えると、市場シェアの観点にお

６郵政研究所月報 ２００２．１１



いては、新規参入事業者は理論的には５０％の顧客

を獲得することは可能であると言えます。この

ベースで考えると、新規参入事業者はすべてのア

クセスラインの市場シェアにおいて４％強を獲得

することができると言えます。

次にアドレッサブルマーケットについては、す

べての顧客の５０％に到達することが理論的に可能

であるので、アドレッサブルマーケットにおける

市場シェアは８％位ということになります。

色々な異なったアクセスラインについての状況

を見ると、状況はバラバラであり、面白いものが

あります。ほとんどの接続はアナログ回線ですが、

アナログ回線の市場シェアは１％、ISDNは７％、

プライマリーレートアクセスは１４％です。

市場シェアはバラバラとなっていますが、ロー

カルという観点から見ても全く異なっています。

これまで話してきました数字は全国ベースの話で

したが、市内通信については、ローカルだけで

行っている事業者もあり、その場合、その都市に

限って何％の市場シェアを持つかを知ることが大

切です。事業者によっては、アクセスラインで

２０％の市場シェアを持つところもあります。

この状況をどう評価するかということは非常に

面白いことで、私の考えでは、特に一つ一つの都

市に限ってみれば市場シェアを２０％までとれると

いうことは、アンバンドル・アクセスは経済的に

ビジネスモデルとなり得るものです。このアンバ

ンドル・アクセスを儲かるものとするためには、

私が民間にいた時に行った計算によれば、ローカ

ルネットワークの中で少なくとも１５％の市場シェ

アがあれば経済性が成り立つという計算がありま

す。もし仮に、町の規模が非常に小さい場合、市

場シェアが２０～２５％であれば、アンバンドル・ア

クセスのビジネスが経済性を持ち得るという計算

があります。

しかし、この市場セグメントにも問題がないわ

けではなく、少なくとも新規参入事業者は問題が

あると言っています。大きな問題はアンバンド

ル・アクセスに対して払わなければならない料金

です。すなわち、アクセスを得るために新規事業

者がホールセールスに支払わなければならない料

金です。新規事業者はドイツテレコムに払わなけ

ればならない料金が高すぎるというものです。特

に新規事業者は、ドイツテレコムがアナログ回線

に対して持っているリテール価格よりももっと高

い料金を払わなければならないので、そのループ

に関するホールセール価格とリテール価格の間で

価格の圧縮が起こっていると主張しています。こ

れは、前にも申しましたアナログ回線、ISDN、

プライマリーレートアクセス、この三者の間で市

場シェアがバラバラになっていることからも立証

される論点です。

アナログ回線の場合、顧客が払う価格よりも高

い料金を払わなければならない場合、相当集中的

に使ってくれる顧客でなければ、そのビジネスそ

のものが利益を生むことにはなりません。

しかし、ISDNやプライマリーレートアクセス

の場合は話が大分違い、同じ値段をホールセール

スで払っているのであれば、ローカルループから

付加価値を大いに付けて自分たちが業務を行うこ

とが可能となります。

○市内通話の動向

次に、市内通話についてお話ししたいと思いま

す。市内通話についてはアクセスラインとおおむ

ね同じ市場シェアとなっております。その理由は、

市内通話についてはキャリアを選択することが実

施されていないためです。ドイツでは、日本にお

いてここ数年間行われているやり方とは異なり、

キャリアを前もって選択するシステムは、長距離

及び国際通信に限られています。ドイツの規制当

局もEUとしての義務に合わせてこの点を変更す
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ることとなっており、市内通話についてもキャリ

アを前もって選択することとなっています。しか

し、この実施は早くとも来年の夏ごろであり、来

年の前半より早く実施されることはないと思いま

す。

○DSLの動向

次にDSLの市場についてお話ししたいと思いま

す。これはドイツにおいて相当の進展が見られる

分野であり、ADSLの加入者は現在３００万人を超

えています。もともとドイツにおけるDSLの導入

は、新規参入事業者が２年前に行いました。その

間、ドイツテレコムも、非常に積極的に攻勢に出

て、普及率を上げるための価格政策を行ったり、

魅力的な商品を提供するなど、ほとんど全ての市

場をドイツテレコムが作ってきました。

既存のDSL加入者回線でみると、ドイツテレコ

ムが大成功を納め、９７％ほどの市場シェアを現在

持っています。その間、規制当局はラインシェア

リングというコンセプトを導入しました。これも

アンバンドル・アクセスのようなもので、アクセ

スの中でフリークエンシーの部分のみローカル

ループでデータトランスミッション用に使うとい

うものですが、ラインシェアリングにしても、新

規参入事業者はあまりうまく使うことはできませ

んでした。

ブロードバンド・アクセスということで考えて

みますと、今はDSLのみで行われており、ケーブ

ルネットワーク・オペレーターというのはドイツ

では現在ほとんど存在しておりません。もともと

ケーブルネットワークというのはドイツテレコム

が所有していたもので、それを売ろうとして、実

際売ったところもありましたが、その他のところ

ではほとんど成功していません。

今のところ潜在的に競争相手になり得るような

ケーブルネットワーク・オペレーターも資金的、

財務的に非常によくない状況にあるため、自分た

ちのブロードバンド・ケーブルネットワークを

アップグレードするための投資をする意欲がなか

なか出ません。アップグレードしてこそ電気通信

のサービスをすることができる能力を身に付ける

わけですが、その投資をする体力を持たないので

す。これは非常に大切な意味を持ちます。なぜな

ら、インターネットブロードバンド・アクセスを

ケーブルで提供するためのチャンスはまさに今が

マーケットとしてあるわけで、固定配線をやって

いるところがそのマーケットを全部とっていくよ

うなことになると、ケーブルネットワーク・オペ

レーターが実際に体力をつけて、自分のところで

それらのサービスを提供しようとするとき、実際

にはマーケットはすでにほとんど残っていないの

ではないかと思います。

それでは、ドイツにおける電気通信に関する市

場状況の締めくくりとして、電気通信改革パッ

ケージの中で大きなトピックスとなっていること

は何かということに触れてみたいと思います。

○電気通信分野の改革

第一として、EUレベルで採択された電気通信

の法律、コンセプト及びモデルを実行するために

は我々の国内の電気通信法を改正しなければなり

ません。

第二として、ドイツにおける電気通信の改革に

まつわる大きなトピックス、問題は規制の手続き

です。何故、これが問題であるかというと過去２

年間ぐらい、規制手続きは非常に時間がかかる、

長い手続きとなっています。そして、規制手続き

に関して裁判が起こったり、裁判で判決が出たと

しても裁判所によって相反する判決が出たりとい

う状況であり、規制当局にとっては決して容易な

環境にはなっておらず、規制をするのが難しい環

境になっています。

第三は、市場の規制緩和に向けての第一歩とい

う点です。
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第四は、コンバージェンスをどうするかという

ことです。特にケーブルオペレーターが電気通信

に乗り出してくるということになると、コンバー

ジェンスをどうするかという問題がこれまで以上

に出てくるでしょう。

３ 郵便分野における動向

○郵便法の変更

次に、郵便についてお話しします。ここでは、

ドイツの郵便市場がどのように展開し、また、規

制的にどう変わってきたか、また、法律的なこと

なども含めてお話しいたします。

まず、郵便法に大きな変更が今年加えられまし

た。もともとの郵便法においては、排他的な権利、

これは独占と言ってもよいものですが、ドイツポ

ストAGがもつ状況は２００２年には廃止することと

なっていましたが、ヨーロッパというレベルで市

場を開放するという審議に相当時間がかかり、こ

の独占権は２００７年まで続くということで合意がで

きました。

この法改正に伴い、ドイツポストAGがユニ

バーサルサービスを実行しなければならないとい

う義務も明確に規定されました。古い法体系の下

では、ユニバーサルサービスに関する義務規定が

あまり明確ではありませんでしたが、少なくとも

独占権が与えられている限りにおいては、ユニ

バーサルサービスは果たさなければならない義務

であるということが明確化されました。

このように、独占権が延長されることに伴い、

独占の内容は若干範囲が狭められたということは

ありましたが、私の考えでは、重量や価格の上限

に関する範囲の削減はそう大幅ではなかったと思

います。この独占範囲の削減はここ１年来、EU

で定められたルールに合った内容となっています。

異なったサービスを提供することについて、独占

権の範囲の削減はほとんどなかったわけですが、

それでも新規参入事業者が参入できるという範囲

も若干生まれています。

ドイツポストAGが持っているユニバーサル

サービスの義務についても、より具体化されてい

ます。この新しい定義の中では、例えば、郵便局

の立地や郵便局をどこに置くかもより強化されて

います。郵便局を設置しなければならない基準と

して明確化されたものは、人口２，０００人当たり必

ず１箇所設けなければならない、また、行政区域

として８０平方キロメートルの行政区域においては

少なくとも１箇所設けなければならないと明確化

されました。

また、競合他社が郵便ネットワークにどのよう

なアクセスを持つかも決定されました。既存の郵

便事業者、すなわち、ドイツポストAGは郵便私

書箱を競合他社にアクセスとして提供しなければ

ならない、また、区分局に対するアクセスも与え

なければならないと定められました。

○プライスキャップ制の導入

最近価格設定体系に関し、郵便における新たな

規制体系を作るという意味での大切な決定が下さ

れました。基本的には１９９７年から郵便料金は変

わっておらず、価格の規制は、前回郵便料金が決

まって以来、事実上全くありませんでした。もち

ろん、規制当局としても規制体系を２年前に作ろ

うと導入の努力をしましたが、当時政府が介入し、

規制体系を作る動きは止まりました。これに関し、

大変大きな決定が数週間前に下され、郵便に関す

る規制当局が郵便料金に関するプライスキャップ

制を２００３年から２００７年までの間に適用するという

決定をしました。

規制当局は郵便料金の規制に関しては、３つの

グループに分けまして、それぞれのグループに上

限価格を設定しました。価格を減ずるための減少

率はすべてのグループにおいて１．８％となってお
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りますが、最初の年次において、それは７．２％と

非常に高く設定されています。このような数字が

出てきたとき、ドイツポストAGは非常に驚き、

これを止めなければならないと相当戦ったのです

が、彼らの反撃も成功せず、規制当局は今私が紹

介した数値を確定させました。

このような郵便料金を下げるということは国際

的な競争という観点からも大切なことでした。ド

イツの郵便料金は世界の基準の中でも低い方に属

するとはとても言えず、どちらかというと高い方

に属するものであり、このような郵便料金を下げ

るという方向に動いていくことはドイツの経済全

体にとってもプラスの、ポジティブな出来事だと

思います。

このようなドイツの規制当局が下した決定は、

EUの競争当局が下している決定と同じようなも

のであり、この競争当局の決定につきまして最後

に申し上げます。

○競争当局の決定

２か月ほど前ですが、EUの競争当局はドイツ

ポストAGを相手に取りまして、ドイツポストAG

の郵便料金は反競争的である、すなわち、郵便料

金は、あまりにも高く設定されており、基本的な

郵便料金の高い部分をもって、小包業務に対する

補助金となっているとしました。この状況に対し

て、欧州委員会は５億ユーロの罰金を課す、金利

を含めると８億５千万ユーロをドイツポストAG

はドイツ政府に払わなければならないとしました。

４ 質疑応答

時間も短かったので、皆様方が関心を持ってい

るすべてのことについて私の話で触れることはで

きなかったと思います。ですから、ご興味のある

ポイントについて是非質問を出していただきたい

と思います。

Ｑ： 質問が二つあります。

一つは電気通信の規制において競争政策の

話が多くなっていますが、その結果、規制当

局と競争当局との役割分担がどうなっている

か教えてください。

もう一つは、東西ドイツの統一に際し、給

与などの体系の違いについてどのように一体

化したか教えてください。

Ａ： 第一の質問について、切り口が違う答えを

二つ、述べたいと思います。

まず、正式な側面として、規制当局と競争

当局との間には協力、調整が行われており、

それぞれはどのような役割を持つべきかとい

う政策的な議論が行われています。

この協力には、二つの異なる協力がありま

す。一つは競争当局が何らかの決定に関して

コメントをしてきた場合、規制当局はそのコ

メントをしっかりと受けとめて、それに対応

しなければならないという分野であり、もう

一つは、競争当局がコメントするかもしれな

いが規制当局は何もする必要がないという分

野です。

皆様、ご存知のように、ドイツの電気通信

の規制体制におきましては、マーケット・ド

ミナンスというコンセプトが非常に大切なも

のとなっています。関連するマーケットは何

か、あるいは、そのマーケットの中でどのよ

うなポジションを持っているか、ドミナント

ポジションを持っているかどうかを定義する

に当たり、規制当局は競争当局からの意見と

合わせてやっていかなければならない、少な

くとも競争当局からの意見を勘案しなければ、

規制当局は決定を下すことができないことと

なっています。規制当局といえども、競争当

局とのコンセンサスを得なければ決定を下す

ことはできません。
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次に価格規制、あるいは、マーケットにお

けるドミナントポジションを悪用したかどう

かの決定については、規制当局は、これこれ

の意思決定を下す意図を持っているというこ

とを競争当局に対し通報しますが、競争当局

がどのようなコメントを言ってくるかどうか

には規制当局はとらわれません。

第二の質問について、東西の違った給与レ

ベルを同じレベルにするためのプログラム、

特に公務員の給与レベルの違いを同一化する

というプログラムがあり、郵便事業も含め公

務員の給与レベルは現在、旧東ドイツは旧西

ドイツの９０％というところまできています。

次に、社員の立場からみると、東西ドイツ

の統一があのようであり、旧東ドイツにおい

て郵便事業や電気通信に従事していた職員は

旧東ドイツに対応する組織の職員であったこ

とから、東西ドイツが統一されることにより、

統合された組織の職員となりました。

旧西ドイツの基準から言いますと、旧東ド

イツにある組織の規模は過剰に人員がふくれ

あがっている状態でした。そのため、４～５

年位をかけまして色々なプログラムを導入す

ることにより、相当大幅に人員を減らすこと

を行い、大体同じレベルにもっていくように

しました。

Ｑ： 郵便に関する質問が二つあります。

まず、一点目は、プライスキャップ制を導

入することにつきまして、初年度である２００３

年のＸ値が７．２％でありますが、非常に高い

率を設定する理由は何でしょうか。

プライスキャップ制により、物価上昇率―

Ｘ値という計算値になるようですが、実際に

郵便料金の値下げにつながるか教えてくださ

い。

二点目は、実際に郵便料金の値下げを行う

とドイツポストAGの経営が厳しくなると想

定されますが、ユニバーサルサービスの提供

義務への影響とか、株主の反応はどのように

なっているのでしょうか。

Ａ： 一点目の質問について、確かに、プライス

キャップ制がどのような効果を持つかは名目

だけではなくて、物価指数も考慮しなければ

なりません。ドイツの物価指数は１％のイン

フレとなっておりますので、実質での値下げ

ではなく、名目での値下げということになり

ます。

ドイツの規制当局者がプライスキャップ制

を導入するかどうかについては、二つの評価

を決定しなければなりません。

一つ目は、既存のプライスはどういう状況

であるか、自分たちが反映したいと考えてい

るコストを本当に反映しているプライスであ

るかどうかを決定しなければなりません。二

つ目は、規制緩和をすることにより、規制を

緩和された事業者がコストを削減することが

どれくらいできるかをある程度想定すること

も決定しなければなりません。

プライスキャップ制の経済哲学から考える

と、初年度のＸ値が７．２であり、それと１．８と

の違いを規制当局者が設定したいと思うコス

トを上回る価格であるとみなすということが

言えることと思います。

二点目の質問に対する答えについて、もち

ろん、プライスキャップ制が導入されるとそ

の企業の財務環境に大きな影響を与えます。

特にそのようなことが想定されていなかった

ときは大きな影響を与えます。ドイツポスト

AGは利益を上げている企業ですから、全体

的にみれば、プライスキャップ制を導入して

も会社の利益性に影響を与えるものではあり
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ません。会社の反応は、コストを節約するこ

とにより実質での価格の値下げをきちんとコ

ミットするのだという反応を示しています。

また、株主の反応について、ドイツポスト

AGの大株主はまだ政府ですが、上場してい

る企業でもあります。上場企業であるから、

株式市場の反応は当然出てくるわけで、ある

規制的決定が下されたことと株価の反応にど

れだけの相関関係があるかをきちんとみるこ

とは難しいことですが、少なくともプライス

キャップ制を導入したこの数週間、ドイツポ

ストAGの株価は下がっています。プライス

キャップ制を導入したことが影響しているか

どうか私には分かりませんが、時期的につな

がっている現象とは言えると思います。それ

と同じころ、EUはドイツポストAGがこれま

であまりに高い郵便料金を課していたので、

先程申しました額を罰金としてドイツ政府に

支払う決定を下したということもこの時で

あったことを述べておきます。

ご清聴ありがとうございました。
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